
参考様式１-１

計　画　主　体　名 計　画　期　間

栃木県 令和４～令和７年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

栃木県農政部生産振興課農産担当 028-623-2326 028-623-2335 seisan-sinko@pref.tochigi.lg.jp

農山漁村発イノベーション等整備事業（定住促進対策型、交流対策型）事業実施計画

栃木県
と ち ぎ け ん

米粉
こ め こ

生産
せ い さ ん

活性化
か っ せ い か

計画
け い か く



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

販売額　322,947千円
（増加率172%）

（令和７年度～令和５年度の販売額【目標値】）－
（令和３年度～令和元年度の販売額【現状値】）

具体的数値目標

雇用者数　14人
（令和７年度～令和５年度の雇用者数【目標値】）
－（令和３年度～令和元年度の雇用者数【現状
値】）

具体的数値目標

海外向け商品開発　３件 令和７年度までの商品開発件数

評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和　８年

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和 ５年 ４月～令和 ８年 ３月

地域産物の販売額の増加

第１評価指標の設定根拠

第２評価指標（任意）

事業活用活性化計画目標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標

第１評価指標（必須）

実施期間後…令和５年度：645,078千円、令和６年度：737,232千円、令和７年度：921,541千円、767,950千円/年、設備完成による販売量の増加を反映し
算出
実施期間前…令和元年度：357,841千円、令和２年度：414,515千円、令和３年度：562,652千円、445,003千円/年
　※米粉の原料となる米粉用米の販売量（集出荷数量）から販売額を算出

具体的数値目標の算出方法

農林水産物等の販売・加工促進

農業就業人口の減少や高齢化の進展、さらには新型コロナウィルスの影響による米の消費量は減
少、価格は低下しており、農業者の生産意欲の減退により農地の遊休化や農村活力の低下といった
問題が発生している。このため、国内外の需要が増加している米粉製造用の農産物処理加工施設及
び集出荷貯蔵施設を整備することにより、地域産物の販売額の増加により生産意欲の向上、新規就
農者の参入・定住を促進しながら、地域農業全体の活性化を目指す。

海外向け商品開発件数・・・令和５年度：1件、令和６年度：1件、令和７年度：1件

米粉商品の海外輸出

第３評価指標の設定根拠

雇用者数の増加

第２評価指標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

実施期間後…令和５年度：130人、令和６年度：135人、令和７年度：140人、計405人、135人/年
実施期間前…令和元年度：117人、令和２年度：121人、令和３年度：125人、計363人、121人/年
　※整備した施設における雇用者数、実施期間前は雇用者数の実績、実施期間後は設備完成による販売量・処理量の増加を反映した雇用見込み（別
紙）

第３評価指標（必須）



Ⅲ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額

（千円）
活性化計画の目標及び

事業活用活性化計画目標との関連性
備考

農林水産物処理
加工施設

栃木県全域
米粉処理加工施
設の実施設計及
び整備

米粉処理加工施
設（1棟1,453.24㎡
（建屋（1,076.24
㎡）・屋外作業場
（377㎡））、ロール
粉砕設備・粉能力
1,000㎏/時間、自
動包装ライン、ノン
グルテン対応ライ
ン等一式）

令和４年度 株式会社波里 878,498 319,330  1/2 319,330

農林水産物集出
荷貯蔵施設

栃木県全域
低温倉庫の実施
設計及び整備

低温倉庫（1棟
1,497.99㎡（屋内）
1,464.99㎡
 （屋外作業場 （33
㎡））

令和４年度 株式会社波里 202,471 75,000  1/2 75,000

1,080,969 394,330 394,330　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計

農業就業人口の減少や高齢化の進展、さらに
は新型コロナウィルスの影響による米の消費量
は減少、価格は低下しており、農業者の生産意
欲の減退により農地の遊休化や農村活力の低
下といった問題が発生している。このため、国
内外の需要が増加している米粉製造用の農産
物処理加工施設及び集出荷貯蔵施設を整備す
ることにより、地域産物の販売額の増加により
生産意欲の向上、新規就農者の参入・定住を
促進しながら、地域農業全体の活性化を目指

す。



Ⅳ　他の施策との連携に関する事項

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

農林水産物処理加工
施設

栃木県全域

農林水産物集出荷貯
蔵施設

栃木県全域

農林水産物の輸出の促進に関する
施策

コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業「戦略的輸出事業者と産地が連
携して取り組むコメ・コメ加工品の海外市場開拓及びプロモーション等の
推進事業」による海外市場開拓・販売拡大にむけた取組と連携し、本事
業において、国内外で市場が拡大しているグルテンフリーに対応した米
粉処理加工施設の整備することで、地域産物の販売額の拡大により地
域の活性化につなげる。



Ⅴ　農山漁村発イノベーション等整備事業（定住促進対策型、交流対策型）年度別事業実施計画
都道府

県
計画主体

離島振興
計画

輸出促進
条件整備

耕作放棄
地の解消

に向けた取
組

地域再生
計画

まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立
圏共生ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ

国土強靱化
施策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用
に向けた取組

地域別農業
振興計画

次世代農業
農村振興計

画

事業別内容 R4 1 栃木県 栃木県 栃木県 全域 R7 1

R4 1 栃木県 栃木県 栃木県 全域 R7 1

①事業費計

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

総合計（①＋②＋③）

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策
は「１」を

記載

連携施策は
「１」を
記載

該当する連携
施策の番号｢
１～８｣を全て

記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策
は「１」を

記載

名称 名称

地域指定状況

計画期間
最終年度

他の施策との連携

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

市町村名 地区名

山村
振興

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

急傾
斜地

奄美
群島

指定
棚田
地域



指定棚田地
域振興活動

計画

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

⑰
農林水産物処理
加工施設

1-第1-(12)

米粉処理加工施設
（（1棟1,453.24㎡（建
屋（1,076.24㎡）・屋外
作業場（377㎡）、
ロール粉砕設備・粉
能力1,000㎏/時間、
自動包装ライン、ノン
グルテン対応ライン
等一式）の実施設計
及び整備

R4 ～ R4
株式会社波

里
878,498,344 638,660,000 319,330,000  1/2 319,330,000 － － －

米粉処理加工施設
（1棟1,453.24㎡（建屋
（1,076.24㎡）・屋外作
業場（377㎡）、ロー
ル粉砕設備・粉能力
1,000㎏/時間、自動
包装ライン、ノングル
テン対応ライン等一
式）の実施設計及び
整備

878,498,344 638,660,000 319,330,000 0 0 479,304,858

⑱
農林水産物集出
荷貯蔵施設

1-第1-(12)
低温倉庫の実施設
計及び整備（１棟、
1,497.99㎡）

R4 ～ R4
株式会社波

里
202,471,216 150,000,000 75,000,000  1/2 75,000,000 － － －

低温倉庫実施設計
及び整備（１棟、
1,497.99㎡）

202,471,216 150,000,000 75,000,000 0 0 109,064,742

～

～

～

～

1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 394,330,000 0 0 0 1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 0 0 588,369,600

1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 394,330,000 0 0 0 1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 0 0 588,369,600

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

県費

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

全体事業費
交付対象
事業費

連携施策は
｢１｣を記載

市町村費 そ　の　他

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量

事業内容
及び

事業量
実施期間

事　業
メニュー
番　号

事業メニュー名
要件

類別等
番号

全　　体　　計　　画 前　年　度　ま　で 本年度

事業実施
主体

全体事業費



％ 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

100 319,330,000 79,863,486 878,498,344 638,660,000 319,330,000

100 75,000,000 18,406,474 202,471,216 150,000,000 75,000,000

394,330,000 98,269,960 1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

394,330,000 98,269,960 1,080,969,560 788,660,000 394,330,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付金額
交付対象
事業費

交付金額 全体事業費
交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付金額

翌年度以降の累計 令和○年度

交付金額 全体事業費

令和○年度令和○年度

交付金額 全体事業費

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

全体事業費

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

備　　　考

令和○年度

全体事業費


